






社会基盤システムのレジリエンスと
キーデバイスの高信頼化

Energy StorageEnergy StorageEnergy Storage
蓄エネルギー分野

横川研究室

・自立分散型電力グリッドの信頼性・安全性の予測
・キーデバイスの省電力化と高信頼化
・ システムレジリエンスの評価・設計と創発性メカニズ
ムの解明

エネルギーシステムの信頼性や安全性、品質保証をテー
マとし、レジリエントな（回復力、復元力、弾力のある）
デバイスやシステム、サービスの実現に向けた研究に取り
組んでいます。自立分散化が進んだ電力システムには、リ
チウムイオン二次電池に代表される蓄電池や、キャパシタ、
新規パワーデバイスなど、数多くのエナジーデバイスが用
いられています。これらは多様な使われ方のもとに運用さ
れているため、それに応じて特性劣化の状況も異なります。
このようなシステムの状態変化を、時系列解析や機械学習、
深層学習を使って精度よく予測・評価し、保全方策を決定
する方法などを研究しています。
例えば、太陽光発電などの再生可能エネルギーが普及す
るにつれて、そのような電力を集めた小規模な自立電力グ
リッドが身の回りに数多く形成されるようになります。身
の回りの多様な小規模電力グリッドを束ねてシステムとし
て運用していくためには、システムの信頼性向上が欠かせ
ません。そこでシステムの高信頼化に向けて、どのような
デバイスが機器に接続されているのかを自動で判別したり、
それらのデバイスの信頼性・安全性を瞬時に判定するよう
な研究も進めています。
将来は、スマートフォンやタブレット端末、蓄電池など

のデバイスをグリッドに接続した瞬間に、バッテリー残量
やバッテリーの健全性などを推測できるようにしたいと考
えています。それによってシステム全体の電力をマネジメ
ントできれば、常に健全な状態でシステムを継続的に使い
続けられる可用性（アベイラビリティ）を担保することが
できます。これに関連した研究として、スマホのバッテリー
の劣化状況をユーザーの使い方に関するアンケート情報か
ら予測する研究も進めました。
そのほか、データセンターの省電力化の鍵となる半導体
メモリや EV、プラグインハイブリッド車（PHEV）の駆動
力を支えるパワーデバイスの信頼性を高める研究も行って
います。一例として、製造時に生じる微細な欠陥が市場に
おけるデバイスの信頼性に与える影響を予測する統計的な
モデルの研究を進めています。その研究を通じて、デバイ
スの信頼性品質の向上に貢献したいと考えています。
以上のように、個々のデバイスやシステムの信頼性を高
めつつ、システム全体のレジリエンスの評価・設計を行う
ことを目標にしています。とりわけ昨今、数多くの電子部
品が使われるようになった自動車などにおいて、各パーツ
の動作に問題はないものの、複数のパーツが組み合わされ
ることによって生じる「創発性（部分からの全体の予測不
可能性）」によって、不具合が発生する事象が増えています。
この創発性の発現メカニズムを理解することができれば、
複雑なシステムの設計時にあらかじめ不具合を予測し、こ
れを効果的に抑える制御方法などを検討することが可能に
なります。

『蓄エネ』の信頼性・安全性 電力 PFの信頼性を確保する要素技術
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インフォパワードエネルギー・グリッド（Info-Powered 
Energy Grid：IPEG）推進コンソーシアムは、我が国の脱
炭素化を進め、地域経済の回復と持続可能な循環型経済社
会の実現を目指す産官学連携組織として、2023 年 7月に
i-PERC内に設立されました。
これらの目標を達成するためには、AI や IoT（モノのイ
ンターネット）に支えられた自立分散型エネルギーシステ
ムを基盤とし、既存の社会構造そのものを転換する必要が
あると考えています。そうしたエネルギートランジション
（転換）の推進には、DX、GX、EX に関わる多様な方々と
議論し、協働していく場が不可欠であり、本コンソーシア
ムはその一翼を担うことを目的としています。
　具体的には、中央省庁との密接な協力関係を土台にし
て地方自治体と連携し、地域の中核となる拠点開発エリア
において「地域 IPEG プロジェクト」を立ち上げ、エネル
ギー事業とまちづくり事業を一体化しながら地域の活性化
を促進します。さらに、この拠点を軸にネットワークを構
築してエネルギートランジションに向けたロードマップを
作成し、関係者と共有しつつ取り組みを発展させていきま
す。これにより、脱炭素化とエネルギーの多様化・最適化
を進め、地域のレジリエンスを向上することで地域創生を
加速し、将来の政策形成にも貢献していきます。
IPEG推進コンソーシアムには、電機メーカー、ゼネコン、
エネルギー関連企業など十数社の会員企業に加え、総務省、
経済産業省、環境省、国土交通省といった政府機関、さら
に東京都調布市、浜松市、新潟市をはじめとする複数の地
方自治体が参画しています。また、学術会員として i-PERC
の教員らが連携し、実証研究にも取り組んでいます。

「ゼロカーボンシティ調布」を掲げる調布市とは、現在、
企業活動の拡大・成長、市民の生活の質（QOL）向上、都
市の持続的発展という三つの観点から、脱炭素化を推進す
るプロジェクトを進めています。調布駅前広場を中心とし
た “災害に強いまちづくり”を基軸に、防災対策拠点であ
りながら市民のリビングルームとしても活用する新たな都
市構想を描いています。都心・副都心の機能を補う職住近
接のまちであり、地域資源にも恵まれた調布市と、AI・エ
ネルギー技術に強みを持つ電気通信大学が連携することで、
市民と行政、大学による新たな産官学連携の姿を提示し、
分散型デジタル社会を見据えたスマートシティの実現を目
指します。
浜松市とは、バイオマス産業都市構想に基づき、バイオ
マス発電所が集積する同市内と阿蔵山をパワーセンターと
するプロジェクトを推進し、浜松市を含む静岡県とも連携
の可能性を探っています。また、新潟市秋葉区とは「スマー
トライフコモンズ」構想を、東京都中央区とは日本橋エリ
アにおけるAI を活用した EVシステム中心のまちづくりを
進めています。
エネルギーは「いつでも、どこでも、だれでも」使える
共有財産であり、地域活性の源です。各地の地域 IPEGプロ
ジェクトを通じて、地域のエネルギーグリッドを補完する
太陽光発電施設やバイオマス発電所などをパワーセンター
として位置づけ、蓄電池を備えつつ、近郊の洋上風力発電
施設や水力発電施設、水素など新エネルギー供給施設など
とも連携し、エネルギーの“地産地消”でまち全体のリニュー
アルを図り、地域の活性化につなげていきます。

電気通信大学  特任教授
内 野 善 之

Promotion Consortium Initiatives

脱炭素と地域創生を同時に進める 
IPEG 推進コンソーシアムの取り組み

ＩＰＥＧプロジェクト　全体イメージ

開発拠点となるのがスマートシテイ
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1973 年設立のモデュレックスグループは、祖業である照
明光学機器の製造販売や照明デザインの知見を基盤に、照
明環境事業、環境制御インテグレーション事業、エクスペ
リエンスデザイン事業、エネルギーソリューション事業の
４事業を統合する体制へと発展してまいりました。
目標は、快適性、生産性、安全性、サステナビリティを
同時に実現する未来型の居住空間の創造です。そのために、
センサー、アクチュエータ、ネットワーク、アルゴリズム、
ユーザー体験（UX）、運用・保守までを一体的に設計し、照明、
空調、換気、日射制御を人の行動コンテキストと統合的に
結び直す「統合環境ソリューション」を構築し、社会実装
をしてきました。建築分野におけるネット・ゼロ・エネル
ギー・ビル（ZEB）基準が求める全体最適に対し、四つの
事業で提供する技術を統合しながら効果の最大化を図って
います。
年間のエネルギー消費の収支をゼロにするには、外皮断
熱、日射遮蔽、自然採光、自然換気といったパッシブ技術
だけでは不十分であり、空調や照明のアクティブ制御技術
が必要です。建材の省エネルギー性能を向上することに加
え、室内の環境制御に向けて電力利用を最適化するために
も、快適性と省エネを両立する新しい制御技術が求められ
ています。とりわけ近年では、計算機性能が発展している
ことから、深層機械学習を応用したデータドリブン型の環
境制御が重要になりつつあります。人が操作するよりも高
精度、かつ先回りした制御を実現するには、従来の機械工
学に加え、情報工学や建築工学を横断した研究が欠かせま
せん。
このような背景から、2024 年 7月に先端技術研究所を
設立し、研究機能を集約しました。その取り組みの一貫と
して、電気通信大学の新棟「e-Nexus」に構築される API
制御環境を活用し、照明、空調、換気などのAI 制御と省エ
ネナッジを組み合わせたAmbient Intelligence の実現に向
けた研究開発を i-PERC と共同で進めています。産学の協働
により、e-Nexus をはじめとする実証フィールドでのデー
タ収集と検証を通じて、快適性と省エネを両立する標準的
な実装モデルと評価指標を整備し、国内外へ展開可能なリ
ファレンスケースへと発展させていくことを目指します。
我が国の政策では、2030 年以降の新築建築物について
ZEB 基準への適合が段階的に義務化される予定ですが、省
エネ性能の確保と人々の快適性の両立には依然として難し

い課題が残っています。快適性を犠牲にした省エネは持続
可能ではありません。「創エネ」「省エネ」「蓄エネ」「活エネ」
という i-PERC の掲げる理念のもと、学術領域と民間領域を
横断し、それらを有機的に統合するアプローチこそ、こう
した課題を解決する鍵であると考えています。
i-PERC との取り組みは、e-Nexus における共創を出発
点に、研究知と現場知を往復させる“実装駆動型の枠組み”
として深化させていきます。建築工学、電子工学、情報工
学が交差する学際領域において、標準的な実装モデルを皆
さまとともに築いていきます。
環境を「制御の対象」から「対話の相手」へ――。この
思想を核に、環境統合ソリューションを社会の基本インフ
ラへと高める挑戦を、i-PERC とともに産学共創の精神で推
進してまいります。
今後ともご指導とご協力を賜りますよう、心よりお願い
申し上げます。

Deep Demand control 概念図
（検知データ×AI による最適制御）

電気通信大学 i-PERC 客員教授
株式会社モデュレックス
　代表取締役 兼 社長執行役員
　同社 先端技術研究所 所長
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The future of co-creation

「統合環境ソリューション」で拓く
共創の未来

Deep Demand control
建物内の環境と人々の快適性を両立するシステム[検知データをAI技術で最適化]

ブラインド 照明 換気 空調 温湿度 フレグランス音響

顔認証 マグネット 距離 人感 バイタル 時間 気象情報
火力発電

OFFICE

再生可能エネルギー

BUILDING

Open System

Dash board

EMS
Energy Management System Structure

マルチモダリティのセンサーデータを深層学習し、将来予測をおこない、エネルギー制御と室内環境制御の
両方にフィードフォワード情報を提供することで、省エネルギーと人々の快適性を両立する。 

各設備運用状況データ

各種センサー情報データ

e-Nexus 実証フィールド
寄贈機器の一例：照明器具

（制御デバイス・センサー含む）
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国立大学法人電気通信大学
i-パワードエネルギー・システム研究センター (i-PERC)事務室
〒 182-8585　東京都調布市調布ヶ丘 1-5-1  西３号館 105号室
Email： iperc-group@gl.cc.uec.ac.jp 　TEL： 042-443-5935

www.iperc.uec.ac.jp

横川　慎二 センター長・教授（専任） 情報学専攻（兼務）

曽我部東馬 教　授（専任） 基盤理工学専攻（兼務）

早瀬　修二 特任教授（専任） i- パワードエネルギー・システム研究センター
金子　　修 教　授 機械知能システム学専攻
山口　浩一 教　授 基盤理工学専攻

協力教員
大川　富雄 教　授 機械知能システム学専攻
沈　　　青 教　授 基盤理工学専攻
木寺　正平 教　授 情報・ネットワーク工学専攻
小木曽公尚 教　授 機械知能システム学専攻
坂本　克好 助　教 基盤理工学専攻

客員教員
市川　晴久 特任教授 電気通信大学　名誉教授
内野　善之 特任教授 IPEG 推進コンソーシアム　事務局長
柏木　孝夫 特任教授 東京科学大学　名誉教授
  東京農工大学　名誉教授
山下　英和 特任教授 一般財団法人日本建築センター
  建築技術研究所 副所長
川喜田佑介 客員教授 神奈川工科大学　教授
谷口　彬雄 客員教授 信州大学　名誉教授
曄道　悟朗 客員教授 株式会社モデュレックス　代表取締役

特任研究員
中村　雅規  i - パワードエネルギー・システム研究センター
Sahamir Shahrir Razey i - パワードエネルギー・システム研究センター
北村　武史  i - パワードエネルギー・システム研究センター
Safalmani Pradhan i - パワードエネルギー・システム研究センター
Suraya Shaban i - パワードエネルギー・システム研究センター
Bi Huan  i - パワードエネルギー・システム研究センター
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